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認知症施策推進事業
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対象

市民への認知症の正しい知識の啓発や早期相談・対応体制整備を図る。

平成２７年４月の介護保険法の改正により、地域支援事業の一つとして明記され、認知症施
策推進総合戦略（新オレンジプラン）とともに取り組むことになっている。

認知症でも本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた
地域のよい環境で暮らし続けることができる社会の実現を
目指す。

主管課長菊池　義博高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

名　　称 平成2５年度 平成2６年度 平成2７年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

市民 意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

認知症サポーター養成数 1,859 人 ↗↗↗ 年度内のサポーター受講者数

平成2６年度

1.50

人 →→87

542,953

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

12,174,353

　27年度認知症サポーター養成数人
1,859人
　9月11日の世界アルツハイマーデーに
あわせて、9月を「認知症を知る月間」
とし、認知症に関しての相談会やパネ
ル展示、サポーター養成講座など認知
症に関する企画を実施した。　　認知
症ガイドマップ（認知症相談窓口の一
覧、支援策の一覧）を作成し配布し
た。
　認知症が疑われる人や家族に訪問
し、初期の支援を包括的、集中的に行
う「認知症初期集中支援チーム」の検
討会を2回開催。認知症地域支援推進員
を地域包括支援センターに配置。

平成2５年度 平成2７年度

0.20

11,631,400

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ａ　必要性が高まる
と考えられる

Ｂ　市が担うととも
に、市民協働を進め
るべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅰ　拡　　　充　（事業を拡大して継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

今後予測される認知症の増加に対し、
より多くの市民が認知症に関する正し
い知識を持ち、また、身近な相談窓口
が必要である。

④今後の
改善計画

　相談窓口の体制の強化として認知症
地域支援推進員の拡充を図っていく。
また、認知症初期集中支援チームを早
期に設置し、支援体制を整備してい
く。

①今年度
(H27)の
改善計画

②今年度
(H27)に
実施した

取組

新規事業

新規事業


